
随時受付                  平成２９年度 

 

新冠町住宅リフォーム助成金 みなさん利用

しましよう！

交付制度のご案内 

申請書付き 
★省エネ改修工事（次世代省エネ基準が対象） 

窓の断熱改修 

床・壁・天井の断熱改修 

 

★バリアフリー改修工事        快適ライフ 

浴室の改良 

トイレの改良 

段差の解消など 

 

★耐震改修工事 

昭和５６年５月３１日以前に 

建設された住宅が対象                   対象物件 

一般診断で総合評価１．０未満 
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１． 平成２９年度制度改正内容について 

 

◆平成２８年度から平成２９年度の変更 

１）制度の延長 

  平成２９年２月２８日までの期限を平成３４年２月２８日までの５年間延長すること

とした。 

  理由：平成２４年度から平成２８年度までの実績件数が７４件と好評であったことと、

新冠町企画課で対応している中古住宅リフォーム制度と新冠町保健福祉課で対応してい

る介護保険制度の住宅改修費給付事業及び社会福祉振興補助度との関連性があり、お客様

の大半がセットで利用している状況です。今後もより住みやすい環境をつくるため、積極

的なピーアールを実施し、更なる高齢者福祉対策及び定住移住対策に繋げて行きたいと考

えているため期間を延長するものです。 

 

２．助成金交付制度の概要について 

◆助成金交付対象の住宅及び申請者の条件は？ 

○助成金交付対象の住宅（規則第４条） 

  １ 町内にあること。 

  ２ 住宅リフォームの着工時において、新築後１０年を経過していること。 

    但し、定住・移住促進制度の対象となる中古住宅及び社会福祉振興補助金の対象と

なる住宅を除きます。 

○申請者の条件（一部規則第７条） 

  １ 住民基本台帳法に基づく住民票に登録されている者。 

  ２ 住宅リフォームを行う住宅の所有者であり、かつ、その住宅に現に居住している者、

又は、町外から移住し住宅の所有となる者。 

  ３ 住宅リフォームを行う住宅の所有者及び同一世帯に属する者全員が町税等を滞納

していないこと。 

 

◆どのような工事が対象となるのか？ 

○助成金対象となる工事（規則第２条（２）） 

  １ 省エネ改修工事 現行の省エネ基準（平成２５年基準）断熱改修部分。 

  ２ バリアフリー改修工事 浴室改良、トイレ改良、階段改良、段差解消、等。 

  ３ 耐震改修工事 昭和５６年５月３１日以前に着手されたものが対象で、一般診断で

総合評価１．０未満の住宅。（３は町単独費として取り扱います。） 

 

◆施工業者に条件はあるのか？ 

○施工業者の条件（規則第２条（３）） 

  １ 新冠町内に建築業を営む事業所、営業所を持つ法人及び町内で建築業を営む個人事

業者、町内給水排水設備指定店。 



◆助成金はいくらもらえるのか？ 

○助成金の額（規則第６条） 

  １ 助成金の額は、１０万円以上の助成対象工事費に対して１／２とし、１００万円を

限度とする。但し、他の制度による助成額を除く。 

 

◆受付期間及び工事期間はどうなるのか？ 

○受付期間 平成２９年７月１日から随時受付を行います。（予算が無くなり次第終了） 

○工事期間 認定後、着手した日から、当該年度の２月末日までとなります。 

 

◆申請書や完了届にどんな書類が必要なの？ 

○申請書に必要な書類 

  １ 新冠町住宅リフォーム助成金交付申請書 

  ２ 住民票謄本  

３ 住宅の所有者が明らかとなる書類の写し（登記簿等） 

  ４ 町税納税状況確認承諾書（世帯全員の確認） 

  ５ 住宅リフォームの内容及び対象工事に要する費用の積算根拠が明らかとなる書類 

  ６ 着手前の状況を撮影した写真（寸法がわかるもの） 

  ７ リフォームする住宅の位置図、各階平面図、立面図、その他必要な図面 

  ８ 誓約書 

 

○完了時に必要な書類 

  １ 新冠町住宅リフォーム助成金交付事業完了届 

  ２ 交付対象箇所施行中の写真（特に見えない部分） 

  ３ 交付対象箇所完了後の写真（着手前の写真と同じ方向からの写真） 

  ４ 住宅リフォームに係る代金の領収書の写し 

  ５ その他必要な書類（性能的な部分） 

 

 

◆注意事項 

○申請時において既に工事着手している住宅は助成対象外です。 

○新築工事は対象となりません。 

○併用住宅リフォームの場合は、専用住宅部分のみが対象となります。 

○増築工事の含めたリフォームの場合は、増築工事以外の部分が対象となります。 

○過去に新冠町住宅リフォーム助成交付金申請をしている住宅については、注意が必要です。 

 ・所有者が変更しても住宅リフォームしている箇所の重複申請は、認められません。 

 ・重複していない箇所の申請は、認められます。 

 

 



２．新冠町住宅リフォーム助成金交付制度Ｑ＆Ａ 

○対象となる住宅に関すること 

Ｑ１．町内の方が中古住宅を購入する場合は対象となりますか。 

 答：町内在住の方が中古住宅を購入した場合は、定住・移住促進制度の対象となるた 

め対象となります。引越しの助成制度もありますので新冠町企画課まで連絡下さい。 

また、個人専用住宅をリフォームする場合は、建設後１０年の経過が必要となります 

ので、計画段階で確認して下さい。 

Ｑ２．子が親の住んでいる親名義の住宅を工事する場合は対象となりますか。 

 答：住宅の所有者が申請する場合は対象となります。（申請者と住宅の名義人が同じ） 

 このケースで別居の子が工事契約される場合は対象となりません。 

Ｑ３．夫婦所有で共有名義の住宅の場合、申請者はどちらか１名だけでよいですか。 

 答：この場合は、工事の契約者（代金の支払者）が申込して下さい。住宅の所有又は 

居住が条件となります。なお、申請者には、他共有者の同意書の添付が必要です。 

 また、助成金の申請は、同一住宅及び同一人につき１回限りです。 

Ｑ４．一軒家の賃貸住宅は対象となりますか。 

 答：対象となりません。住宅リフォームを行う専用住宅が対象となります。 

Ｑ５．店舗併用住宅は対象となりますか。 

 答：対象となりますが、店舗部分は対象となりません。専用住宅部分のみが対象です。 

Ｑ６．寮や社宅は対象となりますか。 

 答：対象となりません。住宅リフォームを行う個人専用の住宅が対象です。 

Ｑ７．グループホームや高齢者専用賃貸住宅は対象となりますか。 

 答：対象となりません。住宅リフォームを行う個人専用の住宅が対象です。 

Ｑ８．町外の方が新冠の中古住宅を購入した場合は対象となりますか。 

 答：対象となります。なお、この対象者は、定住・移住制度の対象にもなりますので 

新冠町企画課に問合せ願います。 

Ｑ９．介護保険制度の認定者が家族にいて、社会資本振興補助金の制度を活用して住宅 

リフォームを計画していますが併せて対象となりますか。 

 答：併せて対象となります。それぞれ制度の内容が違いますので、新冠町保健福祉課又は 

建設水道課に問合せ願います。 

Ｑ１０．耐震改修工事を考えていますが、対象工事の内容を教えて下さい。 

 答：昭和５６年５月３１日以前に建設されたものが対象で、一般診断で総合評価１． 

０未満が対象です。また、対象部分は、補強工事に係る全ての工事が対象です。（耐震改

修は町単独費として取り扱います。） 

Ｑ１１．過去に一度住宅リフォーム申請している住宅を購入することになりましたが、再度

住宅リフォームの申請は可能ですか。 

 答：住宅リフォーム交付金申請は可能です。だだし、注意が必要です。 

 最初の所有者が住宅リフォーム申請した箇所を改修する場合は、対象外となります。 

（２重の交付申請は、認めません。） 



 なお、最初の所有者が住宅リフォーム申請した箇所以外は、交付対象となります。 

 対象住宅については、事前審査の段階で台帳確認します。 

 

○工事内容や基準に関すること。 

Ｑ１２．助成金申請後の工事内容の変更は可能ですか。 

 答：工事内容の変更は可能です。対象項目が変わった場合は、変更届を出していただ 

くことになります。但し、交付決定した補助金の増額変更はできません。 

Ｑ１３．ウォシュレット等の洗浄便座の設置は、対象となりますか。 

 答：洗浄便座のみでは対象外。便器と一体の場合は、対象となります。 

Ｑ１４．段差解消や手すりの設置、通路の拡幅は屋外（敷地内）も対象となりますか。 

 答：屋外部分は対象となりません。室内のみが対象です。 

Ｑ１５．現行の次世代省エネ基準への適合判定方法は？ 

 答：申請時の図面等に建具の製品名や断熱材の種類、厚さ等を記載していただきます。 

建具や断熱材の性能、厚さ等は工事の判断基準表をご確認下さい。また、工事完了時 

には、工事中の写真を含む断熱材の種類厚さ等がわかる写真の添付が必要となります。 

Ｑ１６．一部居室の窓が既に省エネ基準に適合済みで、残る窓のみを改修する場合は対 

象となりますか。 

答：対象となります。平面図に記号を付けて建具表が必要となります。 

Ｑ１７．外壁の断熱改修は１面だけでも対象となりますか。 

 答：対象となりません。該当する部位全体を改修する場合が対象となります。 

Ｑ１８．断熱材の種類と厚さの定めはありますか？ 

 答：現行の省エネ基準で定められておりますので、各部位ごとに仕様と厚さを確認の 

上、設定して下さい。 

Ｑ１９．居間のみの段差解消は助成の対象となりますか？ 

 答：対象となります。床仕上げの改修を行うものとなります。 

Ｑ２０．屋外の手すり設置は対象となりますか？ 

 答：対象となりません。室内に限ります。 

 

○助成申請に関すること。 

Ｑ２１．助成金の申請期限はありますか？ 

 答：平成２９年度は、随時申請受付します。但し、工事完了を当該年度の２月末日と 

定めておりますので工事期間についてご注意願います。 

Ｑ２２．工事完了届の提出期限や助成金の請求期限はありますか？ 

 答：工事完了届は、完了後速やかに、助成金の請求は、当該年度内（３月３１日まで） 

となります。 

 

Ｑ２３．１つの住宅について、別の年度に再度助成を受けることは可能ですか？ 

 答：同一住宅及び同一人につき１回限りとなっております。ただし、第三者（同居し 



ている親族を除く。）に所有権が移転した住宅は対象となりますが、注意が必要です。 

・所有者が変更しても住宅リフォームしている箇所の重複申請は、認められません。 

 ・重複していない箇所の申請は、認められます。 

Ｑ２４．法人の申請は可能ですか？ 

 答：法人の申請は受け付けられません。 

 

○助成金等との併用に関すること。 

Ｑ２５．税制優遇との併用は可能ですか？ 

 答：税制優遇の条件に合う場合は、併用可能です。 

Ｑ２６．介護保険制度との併用は可能ですか？ 

 答：同一工事種別については併用出来ません。但し、工事が明確に区別できる場合は 

併用可能です。 

Ｑ２７．国の住宅エコポイント制度との併用は可能ですか？ 

 答：平成２９年度は、同一の工事箇所については併用できません。但し、対象外部分 

で工事箇所が明確に区分できる場合は可能です。 

 

 

３．工事の判断基準について 

◆窓改修工事の判断基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



◆断熱改修工事の判断基準 

 



４．新冠町住宅リフォーム助成金交付申請書等（様式） 

別記第１号様式（第８条関係） 

新冠町住宅リフォーム助成金交付申請書 

平成  年  月  日 

新冠町長        様 

                  住  所 

              申請者 

                  
ふ り が な

氏  名                               印 

                      （電話                                ） 

 新冠町住宅リフォーム助成金交付規則第８条第１項の規定により、助成金の交付を受けたいので、関

係書類を添えて申請します。 

記 

１．住宅リフォームを行う住宅 

 （１）住宅の所在地   新冠町字                  

 （２）住宅の所有者   住 所                   

                          氏 名                   

２．住宅リフォームの施工業者 

 （１）住 所      新冠町字                  

 （２）業者名                            

 

３．住宅リフォームの概要（省エネ・バリアフリー・耐震・その他）いずれかに○ 

別紙のとおり 

４．住宅リフォームに要する費用     金            円 

 

５．工事予定           （着 手） 平成  年  月  日 

                 （完 了） 平成  年  月  日 

                                      

６．助成金交付申請額          金            円 

【添付書類】 

１ 住民票謄本 

２ 住宅リフォームを行う住宅の所有者が明らかとなる書類の写し 

３ 住宅の建設年月が明らかとなる書類の写し 

４ 町税納税状況確認承諾書 

５ 住宅のリフォームの内容及び工事に要する費用の積算根拠が明らかとなる書類 

６ 着工前の状況を撮影した写真 

７ リフォームする住宅の位置図、各階平面図、立面図、その他必要な図面                     
 



別記様式第２号（第８条関係） 
 

町税納税状況確認承諾書 
 
 

平成   年   月   日    
 
新冠町長 小 竹  國 昭 様 
 
 

氏名               ○印    
 
 
 新冠町住宅リフォーム助成金交付事業の利用申請に際し、納税証明書の提出を省略したく、

新冠町税の滞納に対する制限措置に関する条例第６条第２項に規定する者に係る町税納税

状況を町担当職員が確認することを承諾します。 
 
 

財 

務 

課 

完 納 滞 納 誓約書 

印 印 印 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第４号（第１０条関係） 

 

新冠町住宅リフォーム助成金交付事業変更承認申請書 

 

平成  年  月  日 

 

新冠町長        様 

 

                  住  所 

              申請者 

                  
ふ り が な

氏  名                               印 

                      （電話                                ） 

 

 平成  年  月  日付け新建水号で助成金の交付の決定を受けた住宅リフォームについて、その

内容を変更したいので、新冠町住宅リフォーム助成金交付規則第１０条第２項の規定により、次のとお

り申請します。 

 

記 

 

変更の内容及び変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【注意事項】 

１ 変更内容及び変更の理由については、できるだけ詳しく記載すること。 

２ 住宅リフォームの内容及び住宅リフォームに要する費用の変更の場合は、変更後の内容及び積算 

基礎が明らかとなるような書類を添付すること。 



別記様式第５号（第１０条関係） 

 

新冠町住宅リフォーム助成金交付事業中止・廃止承認申請書 

 

平成  年  月  日 

 

新冠町長        様 

 

                  住  所 

              申請者 

                  
ふ り が な

氏  名                               印 

                      （電話                                ） 

 

 平成  年  月  日付け新建水号で助成金の交付の決定を受けた住宅リフォームについて、その

事業を中止・廃止したいので、新冠町住宅リフォーム助成金交付規則第１０条第３項の規定により、次

のとおり申請します。 

 

記 

 

中止・廃止の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第８号（第１２条関係） 

 

新冠町住宅リフォーム助成金交付事業着手届 

 

平成  年  月  日 

 

 

新冠町長        様 

 

 

                  住  所 

              申請者 

                  
ふ り が な

氏  名                               印 

                      （電話                                ） 

 

 

 平成  年  月  日付け新建水号で助成金の交付の決定を受けた住宅リフォームに着手したので、

新冠町住宅リフォーム助成金交付金規則第１２条第１項の規定により、次のとおり届け出します。 

 

 

記 

 

 

１．助成事業着手年月日                平成  年  月  日 

 

 

２．助成事業完了予定年月日      平成  年  月  日 

  

 

３．添付書類 

 

  ① 住宅リフォームに係る契約書又は請書の写し。 

 

   

 

 



別記様式第９号（第１４条関係） 

 

新冠町住宅リフォーム助成金交付事業完了届 

 

平成  年  月  日 

 

 

新冠町長        様 

 

 

                  住  所 

              申請者 

                  
ふ り が な

氏  名                               印 

                      （電話                                ） 

 

 

 平成  年  月  日付け新建水号で助成金の交付の決定を受けた住宅リフォームを完了したので、

新冠町住宅リフォーム助成金交付規則第１４条第１項の規定により、次のとおり届け出します。 

 

 

記 

 

 

１．助成事業完了年月日                平成  年  月  日 

 

 

２．添付書類 

 

  ① 助成事業の施工中の写真 

 

② 助成事業の完了後の写真 

 

  ③ 住宅リフォームに係る代金の領収書の写し 

   

  ④ その他必要な書類 

        （                                                                    ） 



別記様式第１２号（第１７条関係） 

 

新冠町住宅リフォーム助成金請求書 

 

平成  年  月  日 

 

新冠町長        様 

 

 

                  住  所 

              申請者 

                  氏  名                               印 

                      （電話                                ） 

 

 

 平成  年  月  日付け新建水号で助成金の確定通知を受けた住宅リフォーム助成事業に係る助

成金ついて、次のとおり請求します。 

 

 

記 

 

１．助成金請求額                   金          円 

 

２．助成金の交付方法 

 

 

 

 

振 

 

込 

 

先 

 

 

 

 

 金融機関名 

 

  （                  ）（           支店  ） 

 

預金種目 

 

（普通・当座・貯蓄・その他） 

 

口座番号 

 

 

 

フリガナ     

 

口座名義 

 

 

 

 

 

 

 



５．建物が共有名義となっている場合の同意書 
 

 

（申請者氏名）             様 

 

 

同  意  書 
 

 

 

下記建物の工事を行うこと、及び新冠町住宅リフォーム助成金交付の申請をすることに同

意します。 

 

建物の所在地（登記上）                    

 

家屋番号                           

 

工事の内容       ・省エネ改修工事 

 どれかに○をして下さい。 

             ・バリアフリー改修工事 

 

             ・耐震改修工事 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
平成  年  月  日 
            （共有者の住所）                  

 
（共有者の氏名）                 印 

 



６．申請時における施工業者の条件について 
◆町内の建設業者が対象 
 条件：新冠町内に建築業を営む事業所、営業所を持つ法人及び町内で建築業を営業する個

人事業者、町内給水排水設備指定店が対象となります。 
７．助成金交付までの流れについて 
◆フロー図 
 

申 請 者        新冠町建設水道課 
 
工事業者に見積依頼     図面での事前審査   
 
助成金交付申請書提出      申請書受付      随時受付します。 
 
 
建設水道課に直接持参 
して下さい。          内容審査       書類不備がなければ 

                   １４日程度です。 
 
助成金交付決定通知書       合格 
 
 

工事着手                    助成金交付決定日以降に 
                           工事着手願います。 
             必要に応じて現地確認 
工事完了（２月末まで） 
 
 

工事完了届        工事完了検査      平成３０年２月末日まで 
（郵送でも構いません。）                工事完了して下さい。 
                現地確認する。 
 
助成金確定通知書        合格        工事完了後は速やかに         

                           工事完了届を提出して 
               助成金交付請求     下さい。 

助成金交付 
お問い合わせ・ご相談は 新冠町役場 建設水道課 建設・管理グループ 
〒059-2492 新冠郡新冠町字北星町３番地２号  
ＴＥＬ0146-47-2518 ＦＡＸ0146-47-2600 アドレス niikappukensetu@air.ocn.ne.jp 


